                                                　　　平成　　年　　月　　日
　宮崎県精神保健福祉連絡協議会会長　殿
　（団　体）
                                    　所在地  
                                      名　称  
                                      代表者の職・氏名　                        　　印
平成２９年度精神保健福祉活動団体助成金について（申請）
　宮崎県精神保健福祉関係団体助成金交付要綱に基づく平成２９年度（活動支援・広報支援）助成金を下記のとおり交付されるよう、関係書類を添えて申請します。
                                    記
１　申請金額　　　　金　　　　　　　　円
２　添付書類　
  (1) 事業計画書（様式１）
  (2) 収支予算書（様式２）
  (3) 前会計年度の事業活動実績書（総会が開催されていない場合は、提出予定の資料で可）
  (4) 前会計年度の収支決算書（総会が開催されていない場合は、提出予定の資料で可）
　(5) 団体の概要（団体の設置目的、設置年月日、現在の会員数、これまでの活動等）がわかる資料　
　(6) 団体が発行する機関誌・パンフレット等
（様式１）
事業計画書
	事業名
	

	実施期間
	平成　　年　　月　　～　　平成　　年　　月

	実施地域
	
	参加対象者
	

	事業内容
	　注１）活動の目的や内容がはっきり分かるように、それぞれ明確に記載してください。　
　注２）特記事項として、①将来性・継続性があることや②先駆的・モデル的な活動であること、③期待される事業効果について、必ず記載してください。
　注３）特記事項として、活動支援は、④市町村や地域精神保健福祉協議会等との連携の内容、⑤活動のステップアップ期待できることを必ず記載してください。
注４）特記事項として、広報支援は、⑥新たな取り組みであることを必ず記載してください。


（注）事業の内容が分かる資料がある場合は、別に添付してください。
（様式２）
収　支　予　算　書
（申請事業に係る収支内訳）

１　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	科　　　目
	予　算　額
	　　　　　　　積　　　算　　　内　　　訳

	
	
	注１）助成金以外の収入（参加費、自己資金等）を含めて記載してください。
注２）申請事業に他の公的な資金が活用できる場合は、助成対象になりませんので、御留意ください。

	　合　　計
	
	※　合計は支出合計と一致すること


２　支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）
	科　　目
	予　算　額
	　　　　　　　積　　　算　　　内　　　訳

	
	　　　　　　　

	注1） 資金使途として、事業を実施するに当たり必要不可欠で、客観的に説明可能な経費を見積もってください。
注2） 食糧費及び備品購入は、助成金の対象外経費とします。
注3） 諸経費（積算内訳を記載しないもの）は、助成申請額の

１割以内としてください。　

	　合　　計
	
	※合計は収入合計と一致すること


（様式１）
事業計画書（記載例）

	事業名
	○○○○○事業


	実施期間
	平成２９年８月　　～　　平成３０年２月

	実施地域
	　○○○町内
	参加対象者
	○○○、○○○、○○○、○○○

	事業内容
	１　目　的
・・・・・・することにより、○○を図ることを目的とする。

２　内　容　
1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
2 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
3 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
３　特記事項
1 将来性・継続性があることについて（共通）
この事業は、・・・・・・・・・・・・・・・であるため、将来性・継続性がある。
2 先駆的・モデル的な活動であることについて（共通）
この事業は、・・・・・・・・・・・であるため、先駆的・モデル的な活動である。
3 期待される事業効果について（共通）
この事業は、・・・・・・・や・・・・・・・・・・などの効果が期待できる。
4 市町村や地域精神保健福祉協議会等との連携について（活動支援のみ）
この事業は、○○○について、○○町や・・・・・・・・・等と連携して実施する。
5 活動のステップアップが期待できることについて（活動支援のみ）
この事業は、・・・・・・・であるため、活動のステップアップが期待できる。
6 新たな取り組みであることについて（広報支援のみ）
この事業は、・・・・・・・・・・・・・ことから、新たな取り組みとなっている。



（注）事業の内容が分かる資料がある場合は、別に添付してください。
